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石 川 県 都 市 公 園 指 定 管 理 者 募 集 要 項 
 

石川県都市公園の指定管理者（管理運営団体）を以下により募集します。 
 
１ 対象施設の概要 

（１）名称、所在地等 
    （表-1）                                                 （単位面積：ha） 

 
（２）施設概要等 

各公園の施設概要等は、別紙「石川県都市公園指定管理者仕様書」(以下「仕様書」と

いう。)を参照してください。 
 
（３）募集の方法 

指定管理者を(表-1)に掲げる５公園について、Ａ～Ｄの区分で募集します。 
  なお、１団体で複数区分に応募をすることができます。 
 
２ 施設管理の基本的な考え方 

 各公園の施設管理の基本的な考え方は、別紙「仕様書」を参照してください。 
 
３ 指定管理者の業務 

（１）都市公園を利用する者への利便の提供に関する業務 
（２）都市公園の利用促進に関する業務 
（３）石川県都市公園条例第六条の三第一項第一号及び第二号に掲げる公園施設の使用 

許可に関する業務（該当施設がある場合） 
（４）石川県都市公園条例第十条の四第一項及び第十条の五第一項に規定する使用料の 

徴収に関する業務（該当施設がある場合） 
（５）都市公園の施設、設備、備品及び植栽の維持管理及び修繕に関する業務 
（６）その他、都市公園の管理に関し、知事が必要と認める業務 
 ※１ 各公園の業務内容の詳細については、「仕様書」を参照してください。 
 ※２ 指定管理者が行う管理業務全般を一括して、他のものに再委託することはできませ 

んが、一部の業務については、県の承認を得て専門の事業者に委託することができ 
ます。 

 
４ 指定管理者が行う管理の基準 

  指定管理者が管理業務を行うにあたり、次の事項を遵守すること。 

（１）適切なサービスの提供を行うこと。 
（２）施設設備及び物品の維持管理を適切に行うこと。 
（３）業務に関連して取得した利用者等の個人に関する情報を適切に取り扱うこと。 
（４）業務を遂行する上で、以下の関係法令及び条例を遵守し、適正な管理業務を行うこ 

  と。 

ア 地方自治法（第２４４条、第２４４条の２） 

区分 公園名 面積 所在地 

A 
本多の森公園 7.6 金沢市出羽町、石引 4 丁目、本多町 3 丁目 
いしかわ四高記念公園 3.3 金沢市広坂 2 丁目 

B 犀川緑地 39.0 金沢市法島町ほか（犀川、伏見川、高橋川沿い） 
C 奥卯辰山健民公園 71.3 金沢市若松町、東長江町ほか 
D 北部公園 22.9 金沢市北森本町、忠縄町ほか 
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イ 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 
ウ 都市公園法、都市公園法施行令、都市公園法施行規則、石川県都市公園条例、同条 

例施行規則 
  エ 水道法、消防法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、農薬取締法等の公園施設の 

維持、設備保守点検等に関する関係法令 
オ 石川県行政手続条例（平成７年石川県条例第３３号） 

    指定管理者が施設の利用者に対して行う許可その他の処分には、石川県行政手続条

例が適用されるので留意すること。 
カ 行政不服審査法、行政事件訴訟法 

    指定管理者が使用不許可処分等を行う場合においては、行政不服審査法に基づく審

査請求、行政事件訴訟法に基づく処分の取消しの訴えを行うことができること等を

処分の相手方に教示すること。 
キ 石川県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年石川県条例第３２号） 

   指定管理業務を行うにあたって個人情報を取扱う場合には、その取扱いに十分留意

し、個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の適切な管理のため

に必要な措置を講じること。また、第三者に漏らしたり、自己の利益のために使用

してはならない。なお、指定管理者の指定の期間が終了した後も同様であること。 
（５）感染症が流行した場合は感染防止対策を講じること。 
（６）その他別紙「仕様書」のとおり。 
  ※管理の基準に関する細目的事項は、指定の議決の後、協議のうえ協定で定めます。 
 
５ 指定の期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年間） 
※指定の期間は県議会の議決事項となります。 

  ※指定管理者の責めに帰すべき理由により、引き続き指定管理者として管理することが

適当でないと県が認めた場合は、指定を取り消すことがあります。 
 
６ 応募資格 

次の資格を全て満たす法人その他の団体であること。 
（１）石川県内に事務所を置く又は置く予定のあるもの。 
（２）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 
（３）石川県から指名停止措置を受けていないこと。 
（４）県税、法人税、消費税等を滞納していないこと。 
（５）会社更生法、民事再生法等に基づく再生又は再生手続を行っていないこと。 
（６）次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 石川県暴力団排除条例（平成２３年石川県条例第２０号。以下「条例」という。） 

第２条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。)である者 

イ 役員等（法人の場合は、その役員並びにその支店及び事業所の代表者、その他の団 

体の場合は、代表者及び役員をいう。以下同じ。）が、条例第２条第３号に規定す 

る暴力団員（以下「暴力団員」という。）である者 

ウ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者として次のいずれかに該当するもの 

① 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者 

② 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害 

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用等をしている者 

③ 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな 

ど、直接的又は積極的に、暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

④ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 
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エ その他、選定されることが暴力団の利益となると認められる者 

（７）複数の団体でグループを構成して応募する場合は、代表団体を定めること。 
（８）グループの構成団体は、他のグループの構成団体となること及び単独で応募する 

ことができない。 
 
７ 応募の方法 

（１）募集要項及び仕様書の配付 
  ①配付期間 
    令和８年８月１０日（月）から１０月９日（金）まで（県の休日を除く）の午前９

時から午後５時まで 
②配付場所 

石川県土木部公園緑地課（行政庁舎１６階） 
〒920-8580 金沢市鞍月１丁目１番地 

電話 076－225－1772 
  ③インターネットによる配布 

    https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kouen/shtei08/bosyu.html 
 

（２）申請書類 

申請に当たっては、以下の書類（持参又は郵送の場合、正本１部、副本１０部（⑤⑥ 
⑩は正本１部のみ提出）。電子メールの場合は、書類ごとに PDF ファイル形式で１部） 
を県に提出していただきます。なお、県が必要と認める場合は、追加資料の提出を求め 
ることがあります。また、グループで申請する場合は、以下の④～⑪は構成団体のもの

を全て提出してください。 
 なお、申請に要する費用は、申請者の負担とします。 
①指定管理者指定申請書（別紙様式１） 
②指定管理者事業計画書（別紙様式２）（複数の事業計画書を提出することはできま

せん） 
③収支予算書（別紙様式３） 
④役員等名簿（別紙様式４） 
⑤定款、寄附行為又はこれらに類する書類 
⑥申請者が法人である場合にあっては、法人の登記事項証明書又はこれに準ずる書類 
⑦貸借対照表、損益計算書その他の財務諸表（過去３事業年度分） 
⑧役員の略歴を記載した書類 
⑨組織、事業内容その他の申請者の概要を記載した書類（別紙様式５） 
⑩石川県税、法人税若しくは所得税並びに消費税及び地方消費税に未納がないことを

証明する書類 
⑪労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事

業者は除く） 
⑫グループを構成して応募する場合は、構成団体の概要を記載した書類（別紙様式６） 
⑬別記様式７-(1)人員配置計画 別記様式７-(2)勤務ローテーション 
 

（３）申請書類の提出 
①提出期間 

令和８年８月１０日（月）から１０月９日（金）まで（県の休日を除く）の午前９

時から午後５時まで 
②提出場所 

下記まで持参又は書留郵便により郵送してください。 
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石川県土木部公園緑地課（行政庁舎１６階） 
〒920-8580 金沢市鞍月１丁目１番地 

電話 076－225－1772 
※郵送の場合、最終日の午後５時までに必着のこと。 

また、電子メールの場合は、下記まで提出してください。 
      石川県土木部公園緑地課 
       電子メール e251800a@pref.ishikawa.lg.jp 
     ※メール１通あたり 10MB までファイルを添付することが可能です。それ以上 
      のファイルを送信される場合、メールを複数通に分割していただくか、公園緑 
      地課までお問い合わせください。なお、送信されたメールに対して公園緑地課 

から受信を確認した旨を返信しますので、その返信がない場合はお問い合わせ 
ください。また FAX による提出はできません。 

  ③提出部数（持参又は郵送の場合） 
    正本１部、副本１０部（副本は正本の複写可で、A4 サイズに統一） 
  ④留意事項 

ア 事業計画書等の著作権は、提出した団体に帰属するものとします。但し、提出書 

類については、情報公開条例の規定に基づき公開する場合があります。 
   イ 提出された申請書類は返却しません。 
   ウ 申請書類提出後の訂正、差替え等は原則として認めません。 
   エ 必要に応じ、追加書類の提出を求めることがあります。 
   オ 申請書類提出後に辞退する場合は、書面によるものとします。 
     
８ 提案を求める事項 

  以下について提案を求めます。提案は、指定管理者事業計画書（別紙様式２）に記載し

てください。 

（１）管理料の提案 

次に掲げる金額の範囲内で、管理料に関する提案を求めます。 
①管理料  別紙「仕様書」を参照してください。 
②各公園ごとの有料施設の使用料金、利用者数及び料金収入の実績は、別紙 
「仕様書」を参照してください。 

 
  ※管理料は消費税及び地方消費税を含んだ額です。 

※県が指定管理者に支払う管理料は、提案額を基準に、予算の範囲内で、毎年度、県と

指定管理者が協議して定めるものとします。ただし、管理料に含まれる人件費、光熱

水費及びその他物件費について、指定期間中に賃金及び物価水準に一定の変動があっ

た場合、当該年度の管理料に変動の影響を反映させる「スライド制度」を適用します。

詳細は、別添「指定管理者制度におけるスライド制度の基本的な考え方」を御参照く

ださい。 
※なお、管理に係る費用が管理料を上回った場合も、県が特段の事情があると認めない

限り、補填は行いませんので留意願います。 
 
（２）利用料金の提案（有料施設がある場合） 

施設の使用に係る料金は指定管理者の収入になりますので、管理料の提案額は、管理経 
費総額から料金収入の見込み額を差し引いて算出してください。 
提案に当たっては、石川県都市公園条例で定めた金額の範囲内としてください。これを

上回る提案はできません。 

また、料金の決定に際しては、あらかじめ県の承認が必要となります。 



 

- 5 -

現行の料金、収入実績は、別紙「仕様書」を参照してください。 

  
（３）施設の利活用等に関する数値目標の提案 

  施設の設置目的を十分に発揮するために、管理にあたっての目標となる施設の利活用等

に関する指標とその目標値を提案してください。指標は利用者数や利用者満足度、申し込

みから利用開始までの所要時間など、数値により測ることができるものとしてください。 

また、管理開始前には、提案内容を基に、県において数値目標及びその達成に向けた取

り組みを中期経営目標として公表することとしております。また、管理開始後は、その達

成状況等を、年１回実施する運営状況評価の対象とし、インターネット等により県民向け

に公表します。 

  なお、各公園の指標とする過去３年間の利用者数等は、別紙「仕様書」に記載していま 
す。 

 

９ 選定の方法 

（１）選定の進め方 
令和８年１０月（予定）に開催する指定管理者選定委員会において、各委員が（３）

の選定の基準に沿って評価し、その結果を基準に、総合的な評価を行ったうえで、最も

適切に施設を管理できると認める団体を指定管理者の候補者として選定します。 
選定にあたっては、申請書類に基づく書類審査のほか、申請者である団体の代表者又

は代理の方に申請書類の内容等についてヒアリングを実施します。 
なお、申請者の中に適切に管理できると認める団体がいなかった場合は、指定管理者

の候補者として選定しません。 
 
（２）選定委員の構成 
   施設の所管部局である土木部の部長を委員長とし、土木部の企画調整室長、公園緑地 
  課長、中小企業診断士、公園利用及び公園管理の有識者で構成することとしています。 
  
（３）選定の基準 
  ① 県民の平等な利用が確保されること（１０点） 

・平等利用を図るための具体的手法の適格性 
  ② 最少の経費で都市公園の効用を最大限に発揮できること（３０点） 

・県の管理運営方針に対する適格性 
・利用者の増加を図るための具体的手法及び期待される効果 
・サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果 

  ③ 最少の経費で都市公園の適切な維持管理を図ることができること（３０点） 
・施設の維持管理への取り組み内容の適格性 
・安全対策への取り組み内容の適格性 
・管理料の内容の適格性 

④ 管理を安定して行うために必要な人員、資産その他の経営の規模及び能力を有して

いること（３０点） 
    ・安定的な管理を行うための人的能力の適格性 
    ・安定的な管理を行うための運営能力の適格性 
  ・安定的な運営が可能となる経理的基盤の適格性 

 
（４）選定結果の通知等 
   選定結果については、各申請者に文書で通知します。また、県のホームページ等で申

請団体名、審査結果等の公表を予定しています。 
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10 責任分担 

（１）責任分担 

指定管理者と石川県との責任分担は次のとおりです。 

   

内 容 指定管理者 石川県 

①施設・備品の保守点検 ○  

②施設・備品の維持管理 ○  

③安全衛生管理 ○  

④使用料の収納 ○  

⑤施設・備品の損傷 管理上の瑕疵に係るもの ○  

上記以外 協議事項 

⑥利用者の損害 管理上の瑕疵に係るもの ○  

上記以外 協議事項 

⑦施設・備品の小規模修繕（性能･機能の回復程度の

もの） 
○ 

 

⑧施設・備品の大規模修繕（資産価値の向上又は耐用

年数の延長となるもの） 
 ○ 

⑨個々の業務の委託 ○  

⑩施設の法的管理（占用及び行為許可等）  ○ 

⑪公園の管理運営(企画調整、利用指導、案内、警備、利用促

進活動等) 
〇 

 

⑫日常利用に対する要望への対応 〇  

⑬法令等の変更 施設の設置基準、管理基準に係

るもの 
 ○ 

上記以外 ○  

⑭需要の変動 利用者数、利用料金収入の減少 ○  

⑮物価の変動 物価上昇によるもの ○ ○ 

運営に重大な影響を及ぼすもの 協議事項 

⑯税制度の変更 一般的な税制変更（消費税除く） ○  

消費税の変更  ○ 

⑰保険への加入 火災保険  ○ 

その他各種保険 ○  

⑱災害時の対応 連絡体制確保、利用者の安全確

保、被害調査・報告、応急措置

等 

○  

指揮・指示、復旧措置  ○ 

⑲包括的な管理責任（管理瑕疵を除く）  ○ 
    
 

（２）保険の加入 

  次の水準以上の施設損害賠償責任保険に加入すること。 

        ・対人賠償    １名につき１億円、１事故につき１０億円 

        ・対物賠償    １事故につき５百万円 

 

 

 

 



 

- 7 -

11 質問事項の受付 

募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 
（１）受付期間 

令和８年８月１０日（月）から９月２５日（金）の午後５時まで 
（２）受付方法 

質問書（別紙様式８）に記入のうえ、FAX 又は電子メールで提出してください。 
FAX 076－225－1773 
電子メール e251800a@pref.ishikawa.lg.jp 
※電話又は来訪など口頭による質問は受け付けません。 

（３）回答方法 
    回答は、FAX 又は電子メールにより随時行うとともに、土木部公園緑地課の    

ホームページに掲載します。 
ホームページアドレス  https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kouen/shtei08/bosyu.html 

 
12 現地説明会の実施 

  現地説明会を下記の区分(A～D)ごとに開催します。参加を希望される場合は、（３）に

より事前に参加申込をしてください。事前に参加申込がない場合は、参加できません。 
（１）日時・場所 

 
（２）参加人数 
１団体につき３名までとします。(グループで申請する場合も同様とします。) 

 
（３）申込方法 
現地説明会開催日の１週間前までに下記に連絡してください。 

 ・石川県土木部公園緑地課   担当 山根、南 
電話 076-225-1772 

 

13 無効又は失格 

次の事項に該当する場合は、申請を無効とすることがあります。また、指定管理者候補

に選定後あるいは指定の議決後であっても、選定を取り消すことがありますので留意願い

ます。 
（１）申請書類の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかった場合 
（２）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合 
（３）申請書類に記載すべき事項以外の内容が記載されている場合 
（４）申請書類に虚偽の内容が記載されている場合 
（５）選定に関する不当な要求をした場合 
（６）正当な理由なくして協定の締結に応じない場合 
（７）財務状況の悪化や社会的信用を著しく損なうなど、指定管理者として相応しくない 
  と認められる場合 

区分 公園名 日時 集合場所 

A 
本多の森公園 
いしかわ四高記念公園 

令和 8 年 9 月 4 日（金） 
10 時～ 

金沢城・兼六園管理事務所 

B 犀川緑地 令和 8 年 9 月 3 日（木） 
10 時～ 

犀川緑地内 大桑ぐるぐる広場

駐車場 

C 奥卯辰山健民公園 令和 8 年 9 月 4 日（金） 
14 時～ 

公園管理事務所（奥卯辰山のびの

び交流館とんぼテラス） 

D 北部公園 令和 8 年 9 月 3 日（木） 
14 時～ 

公園管理事務所 
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（８）管理の開始までに、確実に事業が履行される見込みがないと認められる場合 
（９）その他不正な行為があった場合 
 
14 協定の締結 

（１）指定の議決後、各公園の管理業務の細目について県と指定管理者の間で協定を締結 

します。 

（２）指定管理者が正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、指定を取り消します。 

（３）財務状況の悪化や社会的信用を著しく失うなど、指定管理者としてふさわしくないと

認められる状況となった場合は、指定の議決後であっても協定を締結せず、指定を取り

消します。 

 

15 今後のスケジュール 

  指定管理者による管理の開始までのスケジュールは次のとおり予定しております。 

 

令和８年８月１０日～１０月 ９日      募集要項の配付 

８月１０日～ ９月２５日       質問事項の受付 
９月 ３日～ ９月 ４日          現地説明会 
８月１０日～１０月 ９日      申請の受付 

１０月                          選定委員会の開催 

           １１月                               指定管理者の候補団体の決定 
           １２月（１２月議会）            指定管理者の指定の議決 
   令和９年３月まで              協定の締結 
                         事務の引継 
                         中期経営目標の策定、公表 
         ４月１日              指定管理者による管理の開始 
                           
16 様式 

（１）指定管理者指定申請書（別紙様式１） 
（２）指定管理者事業計画書（別紙様式２） 
（３）収支予算書（別紙様式３） 
（４）役員等名簿（別紙様式４） 
（５）申請者の概要を記載した書類（別記様式５） 
（６）グループ協定書（別記様式６） 
（７）人員配置計画（別記様式７-(1)）勤務ローテーション(別記様式７-(2)) 
（８）質問書(別記様式８) 

 

お問い合せ先 
 〒920-8580 金沢市鞍月１丁目１番地 
  石川県土木部公園緑地課 
  TEL：076－２２５－１７７２ 
  FAX：076－２２５－１７７３ 
  電子メール：e251800a@pref.ishikawa.lg.jp 



 

 

 

 

 

 

指定管理者制度におけるスライド制度の 

基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年８月 

石川県 

 

 



１ 目的 

 近年、全国的に労務費や原材料費等が上昇しており、指定管理施設の経営リ

スクが増大し、サービスの質の低下を招く恐れがある。 

 こうしたことを踏まえ、指定管理者による健全な運営管理や、適正な業務の

履行確保を目的として、賃金及び物価水準に一定の変動が見られた場合に、指

定管理料の見直しを行う仕組み（以下、「スライド制度」という。）を導入する。 

 

２ 制度概要 

(1) 基本的な考え方 

賃金及び物価水準の変動に係る客観的な指標を基に、指定管理料を

変更する上限額（以下、「スライド上限額」という。）を算定し、スライ

ド上限額の範囲内で、当該年度の指定管理料の増減を行う。 

 

(2)  対象施設 

指定管理者制度を導入している全ての公の施設 

 

(3) 適用開始時期 

Ⅰ 令和９年４月１日以降に指定管理を開始する全ての施設 

Ⅱ 指定期間中の施設については、令和９年度以降の期間に適用する。 

 

 (4) スライド制度を適用する基準 

ア 人件費 

賃金水準の変動に係る指標（下記(6)ア）を基に算定した変動額の全

額について、スライド制度を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 



【イメージ図：人件費】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 物件費(光熱水費、その他物件費) 

物価水準の変動に係る指標（下記(6)イ①②）を基に算定した変動額

から、一定のリスク分担として、基準額の±1.0％を超える部分につい

て、スライド制度を適用する。 

【イメージ図：物件費】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 (5) 対象経費 

    指定管理の申請者が指定申請時に県に提出した事業計画書に記載さ

れた人件費及び物件費のうち、賃金及び物価水準の変動の影響を受け

る経費をスライド制度の対象とする。 

ア 人件費 

 指定管理者が県の指定管理施設において直接雇用する従業員に係る

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 11 条に規定する賃金のうち、

人件費に係る参照指標に連動させることが適当な経費を対象とする。 

 なお、指定管理者がＪＶの場合には、構成団体の従業員（当該施設の

管理・運営業務に直接携わる者に限る。）に係る人件費も対象経費に含

むものとする。 
【参考】労働基準法（昭和 22年法律第 49号）抜粋 

第 11条 この法律で賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、労働

の対象として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう。 

 

※（対象となる経費）：給料（定期昇給分含む）、管理職手当、超過勤務手当など 

 （対象外となる経費）：通勤手当、健康診断費など 

  各指定管理者の給与形態等により手当等の内容や取扱いが異なり、一律的な区

分は困難であることから、指定管理者の実情に応じて適切に分類する。 

 

イ 物件費 

①光熱水費 

  申請書類として県に提出した事業計画書に記載された光熱水費に

係る経費を対象とする。 

 

②その他物件費 

  管理施設業務に必要であり、物件費にかかる参照指標に連動させ

ることが適当な経費を対象とする。 

※（対象となる経費）：消耗品費、備品購入費、通信運搬費、修繕費、委託料など 

   （対象外となる経費）：租税公課、支払利息、減価償却費など 

各指定管理者の支出形態により支払費目が異なる場合があることから、実情

に応じて適切に分類する。 

 



(6) 賃金及び物価水準の変動に係る指標 

   ア 人件費 

    石川県人事委員会が毎年度公表する「職員の給与等に関する報告及

び勧告」における民間の「月例給」及び「特別給」 

 

   イ 物件費 

①光熱水費 

     石川県総務部デジタル推進監室県庁デジタル推進課統計情報室が

公表する「金沢市消費者物価指数（光熱・水道）」の当該年度の前年

度 10月から当該年度９月までの平均 

 

②その他物件費 

     石川県総務部デジタル推進監室県庁デジタル推進課統計情報室が

公表する「金沢市消費者物価指数（総合）」の当該年度の前年度 10月

から当該年度９月までの平均 




